
情報システムのあり方の検討の進め方について 

 

資金管理法人は、平成２１年１２月開催の資金管理業務諮問委員会で審議・承認

いただいた「情報システムのあり方の検討」のとおり、自動車ユーザーへの説明責任

を果たす観点から、その検討に資するための情報システムの分析・検討・設計等を行

っている。主な検討内容は次の通りである。 

 

・情報システム構成要素の整理と分析 

・サービス水準の調査 

・情報システムにおける課題の検討 

・次世代情報システムへの移行方法の検討 

・次世代情報システムの技術仕様、予想費用等の策定 

・次世代情報システム移行後の効果の予測 

 

 「情報システムのあり方の検討」の議論を深めるために、次のとおり本年５月を目途

に臨時の資金管理業務諮問委員会を開催する。 

 

3月2月

2010年度

1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月

2009年度

3月2月

2010年度

1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月

2009年度

○資金管理業務諮問委員会

●資金管理業務諮問委員会（情報システムのあり方の検討：2～3時間程度）

○資金管理業務諮問委員会
○資金管理業務諮問委員会

○資金管理業務諮問委員会

○資金管理業務諮問委員会

●経過報告

●情報システムのあり方の検討

●情報システムのあり方の検討のまとめ

①情報システム構成要素の整理と分析
②サービス水準の調査
③情報システムにおける課題
④性能対策の費用負担の整理方法について（案）

・情報システムの分析・検討・設計等の報告
・性能対策の費用負担の検討
・次世代情報システムに係る検討

■ ■
情報システムのあり方
の検討資料の作成

■ ■

まとめ資料作成

■ ■
諮問委員
事前説明

■
技術仕様の検討

ベンダー選定に係る入札準備、性能対策に係る実施計画の作成
■

大
日
程

作
業
内
容

資
料
構
成

■

■
技術仕様の検証、移行後の効果予測、実施計画の策定

■

 

以上 

別紙 



ＡＳＲチーム
システム

新車購入時

廃車時

自動車ユーザー
自動車製造業者

輸入業者等

引取業者

（財）自動車リサイクル促進センター

資金管理
システム

引取窓口
システム

資金管理法人

海外へ持ち出し

国交省等

地方自治体

フロン類
回収業者

解体業者

破砕業者

情報管理
システム

情報管理
センター

再資源化支援
システム

指定再資源化
機関

特定再資源化物品引取情報
出荷情報・料金情報 他

登録情報・変更情報 他

解体抹消、重量税還付申請に伴う
マニフェスト発行情報

移動報告状況の報告

指定引取場所

・エアバッグ類
再資源化業者

・フロン類
破壊業者

・シュレッダーダスト
再資源化業者

一般社団法人自動車再
資源化協力機構

自動車破砕残さリサイク
ル促進チーム（ＡＲＴ）

豊通リサイクル株式会社
（ＴＨ）

新車販売
ディーラー

（財）自動車リサイクル促進センター

（財）自動車リサイクル促進センター

（凡例）

情報の流れ
情報システム

自動車リサイクルシステムにおける主な情報の流れ（概略図）[添付１]

・
リ
サ
イ
ク
ル
料
金
の
預
託
申
請

・
リ
サ
イ
ク
ル
料
金
の
取
戻
し
申
請

・リ
サ
イ
ク
ル
料
金
額
の
情
報

・リ
サ
イ
ク
ル
料
金
の
請
求
情
報

・リ
サ
イ
ク
ル
券
・
預
託
証
明
情
報

・リ
サ
イ
ク
ル
料
金
の
預
託
状
況

・使
用
済
自
動
車
の
処
理
状
況

・リ
サ
イ
ク
ル
料
金
払
戻
し
情
報

・後付装備情報
・リサイクル料金の預託状況
・使用済自動車の処理状況
・使用済自動車の解体通知

預託確認
後付装備情報の確認

リサイクル料金の預託証明情報

特定再資源化物品の
リサイクル・処理情報

移
動
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告
情
報

再
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（財）自動車リサイクル促進センター

マニフェスト発行情報

特定再資源化物品のリサイクル・処理情報

情報システムの範囲
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ユーザー

引取業者

フロン類
回収業者

解体業者

破砕業者

自動車製造業者

国交省
軽検協

自検協
全軽協

ＪＣＢ
ゆうちょ銀行

セブンイレブン
スマートピット

コンタクトセンター
（ＣＣ・ＹＣ）

指定３法人

一般社団法人
自動車再資源化

協力機構

ＴＨ
（ＡＳＲチーム）

ＡＲＴ
（ＡＳＲチーム）

アプリケーション

資金管理
サブシステム

情報管理
サブシステム

指定再資源化
サブシステム

引取窓口
サブシステム

（基本情報：業務規模）
・ 自動車ユーザー（国内保有台数約7,500万台）へサービス提供
・ 約12万の関連事業所等と連携
・ 預託金残高約8,000億円
・ 約480万台／年の新車時預託
・ 約33万件／年の引取時預託
・ 約80万台／年の中古車輸出に伴うリサイクル料金の取り戻し
・ 約395万台／年の使用済自動車発生台数
・ 約2,400万件／年の特定再資源化物品の移動報告

共通システム
（認証サーバー 他）

ＮＷ
機器

ＮＷ
機器

○オンライン画面数 　：約１,９００画面
○バッチプログラム数：約２,０００件

ソフトウェア

○基盤

・アプリケーションサーバー（Windows２００３）

・Ｗｅｂサーバー（AIX）

・バッチサーバー（ＡＩＸ）

・ＤＢサーバー（ＡＩＸ）

・ＷｅｂＡＰ（Ｗｅｂｌｏｇｉｃ）

・ＤＢ（Ｏｒaｃｌｅ、ＤＢ２）

・ジョブ制御（Ｔｉｂｏｌｉ）

・セキュリティソフト

データベース
○データ容量
・ ﾃﾞｰﾀ容量：６９２，２５１ＭＢ

情報システムの構成と稼動時間

22:00時間 23:00 24:00 1:00 2:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 21:30

オンライン画面稼動

21:30

閉局

一部バッチ処理稼動

バッチサーバー

ＤＢサーバー

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

業務系バッチ処理

3:00

開局

オンライン画面稼動

一部バッチ処理稼動

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

開局準備

閉局

２．情報システムの稼動時間

１．情報システムの構成

重複するプログラムが多く、複雑な構造になっている
（８００万行に及びプログラムであり、中規模銀行レベル）

・市販品であるため、小規模の変更が多い。

・古いバージョンを使用しているため、最新機能と比較すると見劣り

する。

・複雑なデータ構造であり、性能悪化の原因になっている。
・複雑なデータ構造であり、データ削除が難しい。

ハードウェア
○サーバーの論理台数
・サーバー ２４０台
・ディスク １６台

・障害があっても業務に影響が出ない、冗長構成としている。
・外部進入などセキュリティが高いハード構成としている。
・ハードの能力強化や最適化には時間を要する。

[添付２]



[添付３] 情報システムのサービス水準（一例）

性能要件 環境負荷対策の要件

オンライン
処理性能

・ユーザーアクセスに対し、30秒以内で画面表示が行えること。

処理性能の
保持期間

・運用開始後10年程度は、処理性能を保持すること。

性能劣化対策
・性能劣化が予測される場合には、リソース増強などの対策を行うこと。
・対策の実施は、迅速に実施され、かつ、業務へ影響を最小限にすること。

サーバの集約 ・リソース使用状況を鑑み、本財団に対してサーバの集約の提案を行うこと。

信頼性・可用性の要件（信頼性：個々のパーツの壊れにくさ、可用性：継続的にシステム稼動できる能力） セキュリティ要件

全般 ・自動車リサイクルシステムの基本方針に基づく信頼性・可用性を満たすこと。 管理体制 ・情報セキュリティ責任者を設置し、情報システムのセキュリティを統括すること。

実現方法
・ハードウェア障害によるサービス停止が起こらないシステム構成とすること。
・システムは単一障害点を排除した構成であること。

データ増加対策の要件

システム設計 アクセス制御

費用
・データ容量に見合ったシステム拡張プランおよびその拡張プランに応じた費用を提案
すること。

バックアップ・リストア要件

夜間バッチ障害
・バックアップデータを使用した障害復旧を行う場合は、直近のリカバリポイントにおける
バックアップデータに基づき障害を復旧すること。

オンライン障害 ・ディスク障害によるサービス停止が起こらないシステム構成とすること。

施設と環境
・バックアップデータを使用した障害復旧を行う場合は、直近のリカバリポイントのバック
アップデータに基づき障害復旧すること。

・本財団が示す区域への立入りにあたっては、セキュリティ措置を行うこと。
・本財団が特に指定する情報システムは、その管理区域を物理的に隔離すること。

・情報システムにはアクセス制御の機能を設けること。
・情報システムで管理される情報については、本財団が示す条件に基づきアクセス制御
の設定をすること。

・サービス提供が不能となる攻撃を外部から受けた場合は、その影響が最小となるよう
なシステム構成とすること。

・本財団が提示するデータ増加傾向等から、トランザクション数の推移、データ増加率を
予測し、サーバ、ストレージ等のシステムリソースを最適に備えること。

・データ増加等を想定し、拡張性あるシステム構成にすること。
・情報システムの拡張は、迅速に実施され、かつ、業務へ影響を最小限にすること。

・自然エネルギーを利用した環境負荷低減策を示すこと。

消費ｴﾈﾙｷﾞｰ低
減策

・情報システム機器の消費エネルギーの低減策を示すこと。
・業務運用で使用するパソコン、プリンター等のＩＴ機器の消費エネルギー低減策を示す
こと。

・情報システムには証跡を取得する機能を設けること。
・取得した証跡情報については、不正に消去・改ざん・閲覧が行われないようにアクセス
制御を行うこと。

バッチ処理性能
・業務系は23時から翌5時迄の6時間以内に完了すること。
・オンライン開局時間を遅延させないこと。
・夜間のバッチ処理に際しては、障害発生時のリカバリ対応を考慮すること。

拡張性に係る対
策

・情報システムで管理する情報の保存・消去にあたっては、その措置方法を示すこと。
・情報システムの再利用や廃棄にあたっては、その措置方法を示すこと。
・情報セキュリティ対策の実施状況については、適時検証を行うこと。
・情報セキュリティ対策の見直しが必要である場合は、その対応策を示すこと。

情報システムの
セキュリティ

リカバリポイント

・外部記録媒体または機密情報が記載された情報を廃棄する場合は、情報の復元が困
難な状態にすること。

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費状
況の把握と評価

・情報システム機器のエネルギー消費効率が測定および評価ができるようにすること。

リカバリポイントは次の２点とする。
・オンライン閉局後（22:00）
・オンライン開局前（6:00）

自然ｴﾈﾙｷﾞｰ利
用

認跡管理

サービス提供が
不能となる攻撃
への対策

情報の取り扱い



現情報システムの課題（一例）

１．原因 ２．性能状況

（１）データ増加

（２）トラフィック（送信情報）の集中による負荷

（３）インターフェース負荷

（２）オンライン性能

（１）バッチ性能

ディスク 他

処理Ａ

処理Ｂ

処理Ｃ

・
・
・
・
・

情報 情報 情報 情報

待ち行列

送信情報の分散と
圧縮

特定ディスクへの送信情報が集中することで、処理しき

れず、待ち時間が発生している。（ボトルネック）

ディスク装置本来の性能が出し切れず、システム全体の
性能悪化となる。

対応案事象

データ容量（資金管理と情報管理）

0

10万

20万

30万

40万

50万

60万

70万

47万

54万
(115%増)

62万
(115％増)

07年10月 08年10月 09年10月

(MB)

データ圧縮情報システムに蓄積された情報を削除していないため、データ容量は増加する。
・約480万台／年の新車が発生し、特定再資源化物品等の料金情報が純増。
・約2,400万件／年の移動報告が行われ、工程別の特定再資源化物品の移動報告情報が純増。
このため、データ容量が増加することで、ディスク装置本来の性能が出し切れず、システム全体の性能悪化となる。

対応案事象

10秒

20秒

30秒

40秒

70% 80% 90%

50秒

60秒

ディスク利用率が高くなる

ほど、待ち時間が増え、

システムのパフォーマンス

が低下する。

（利用率）

資金管理

情報管理

指定再資源
化

フロン類

エアバッグ類

ＡＳＲ

ＡＳＲチームⅠ

ＡＳＲチームⅡ

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

I/F

事業者情報

類似性ある情報を
統合し、コンパクト
なシステムにする。

※ただし、「法人毎
に業務データを保
管する」の要件変
更が必要になる。

「金・物・情報」の連
携のため、各々のサ
ブシステムが類似性
ある情報を持ってい
る。各々の情報を更
新が必要になるた
め、必然的にＩ／Ｆ結
合が多くなり、システ
ム全体の性能悪化と
なる。

対応案事象

180分

240分

300分

360分

08年4月

(分)

10年4月09年4月 11年4月 12年4月 13年4月 14年4月 15年4月 16年4月 17年4月

〔性能実績と予測〕

各々の処理が長くなり、規
定の6時間以内に処理が
終わらない場合は、リサイ
クルシステムの稼動がで
きなくなる。

事象 影響

リサイクルシステムが開局できないことで、次の影響が予想される。
○自動車ユーザーが、リサイクル料金の預託証明が受けられず、運輸
支局等から車検証の交付が受けられない。
○中古車売買時、リサイクル料金の預託の確認が行えず、リサイクル
料金の受渡しができない。
○自動車ユーザーは使用済自動車の引き渡しができない。
○自動車ユーザーは解体通知を受け取れない。
○自動車ユーザーは重量税還付を受けられない。
他

5秒

10秒

15秒

20秒

08年4月

(秒）

10年4月09年4月 11年4月 12年4月 13年4月 14年4月 15年4月 16年4月 17年4月

閾値

〔パフォーマンスレベル（ＳＱＬ実行値）〕

22:00時間 23:00 24:00 1:00 2:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 21:30

オンライン稼動

21:30
閉
局

バッチ処理

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

バッチ処理

3:00
開
局

閉
局

機能名 影響

移動報告機能
・最終所有者から廃車の引き取りができない。
・最終所有者は重量税還付が受けられない。
・仕掛かり中の解体処理の移動報告が行えない。

・リサイクル料金の支払いができないため預託証明
が行えず、車検証の交付が受けられない。

預託申請機能

利用者

引取業者

資金管理法人

性能基準※

30秒

性能（現状）

実行時間が長いＳＱＬ（5秒以上）を対象に、オンライン処理の伸びを予測した。

たまに
60秒以上

閾値

★②

★①

[添付４]

（一例）

※エンドユーザーのパソコンに画面表示ができるまでの時間

（待ち時間）

10年12月 延命措置を実施予定。

（狙い）

より高速なディスクを導入することで、

情報システム全体のパフォーマンス向

上を図る。

画面総数

1,900

⇒ＳＱＬ実行値が5秒以上である場合、性能基準30秒以内を満たさない恐れがある。（パフォーマンス調査の一手法）

悪化画面数

65

備考

数回に一度表示できな
い画面、当面利用可能
だが、将来表示できなく
なる画面。

★①

★②



項目 内容説明

1
プロジェクト企画・
管理

プロジェクト企画・管理に係る本財団へ
の支援

プロジェクト規模が大きく、高い専門性を必要とする場合、技術的な支援を受ける必要がある。

業務変更等に伴うアプリケーションの新
規開発または改造

保守切れに伴うハードウェア／ソフトウェ
アの調達によるアプリケーションの改修

性能対策に伴う新機能追加

業務変更等に伴うハードウェア／ソフト
ウェアの調達

保守切れに伴うハードウェア／ソフトウェ
アの調達

ハードウェアの保守部品が無くなるため保守対応ができなくなる（保守切れ）。

保守切れに伴うハードウェア／ソフトウェ
アの設計等

新ハードウェアに付属するソフトウェアのバージョンアップにより改修したアプリケーションの稼動テスト。

データ圧縮やデータ分割等の新機能追加に伴い、導入または改修したアプリケーションの稼動テスト。

全体連動テスト 最終確認のため実施する。プロジェクトの内容により、テスト規模は変わる。

性能対策に伴う新機能追加

業務変更等に伴うアプリケーションの新
規開発または改造

性能対策に伴う新機能追加

アプリケーション関連テスト

ハードウェア／ソフトウェア関連テスト

制度改正等があった場合、業務変更等に伴い、アプリケーションの導入または改造が必要になる場合がある。

新ハードウェアに付属するソフトウェアのバージョンアップにより、ソフトウェアとの疎通を保つためにアプリケー
ションの改修が必要となる。

データ圧縮やデータ分割等の新機能追加に伴い、アプリケーションの導入または改修が必要となる。

制度改正等があった場合、業務変更等に伴い、ハードウェア／ソフトウェアの調達が必要になる場合がある。

3
ハード／ソフト
ウェア関連

性能対策に伴う新機能追加により、その機能に見合ったハードウェア／ソフトウェアを調達する必要がある。

新ハードウェア／ソフトウェアの稼動テスト。

4
設計・構築・移行
等

規模やタイミング等により次の作業の要否および大小が決まる。

・新ハードウェア／ソフトウェアの設計

・情報システムの設定

・運用開始するまでの運用設計

・外部ネットワーク切替え

・データ移行

制度改正等があった場合、業務変更等に伴うアプリケーションの新規開発または改造による稼動テスト。

5
情報システム全
体連動テスト

2
アプリケーション
関連

性能対策の費用負担の整理方法について（案）
[添付５]

自動車リサイクルシステムの関係者が共用している「金・物・情報」等のデータや機能をもって性能対策の費用負担を整理することは
容易ではないため、整理方法の一つとして、情報システムの性能対策に必要と考えられる作業項目（下表イメージ）を洗い出し、その
うち性能対策に位置づけられる作業項目を検討することにより、その費用負担の整理に繋がるものと考えられる。

≪整理中の情報システムに関連する項目≫

※上記#1～5の項目は、一般的な情報システムの導入・改造・改修の手順を示す。
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